
Ⅰ　施策の実施状況

１　施策全体の事業費

２　成果指標の達成状況

３　施策の進捗状況

施策番号 10

施策評価シート（評価対象年度：令和２年度）

基本政策 2 健康・福祉

第１号被保険者（65歳以上）の要介護（要支援）認
定率

％ 18.3 17.6 17.9 17.9 18.4 18.0 17.5

実現に向けた取組

①介護予防と生きがいづくり
②介護サービス・生活支援サービスの提供
③サービスの提供体制の整備
④安心して暮らし続けることができる環境整備

施策担当課・係 福祉介護課 介護保険係・地域包括支援センター係

施策関係課・係 福祉介護課 地域福祉係

施策名 10 高齢福祉

10年後のまちの姿
○介護サービスや家族・地域の支えによって、高齢になっても自分らしく、いつまでも住み慣れた地域で生活できるまちに
なっています。

施策展開の
基本的な考え方

　行政は、関係機関・事業者の協力を得ながら、拡大する高齢福祉のニーズに対応した住まい・医療・介護・介護予防・生活
支援を一体的に提供する体制（地域包括ケアシステム）を構築します。
　市民等は、生活支援や介護予防等の担い手として可能な範囲で活動するとともに、こうした資源を活用しながら自己管理に
努めます。

令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指標 単位 基準値 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

32 32 30 30うち、事務事業評価対象

87.2 87.3 86.2 83.5 87.5

令和8年度
最終目標

住民主体で設置した介護予防のための「通いの場」
数〔累計〕

か所 5 15 24 27 29 20 30

令和3年度
中間目標

90.0

事務事業数 61 60 60 60

○ 概ね順調

事業費（千円） 3,309,599 3,458,494 3,572,508 3,597,473

介護サービス利用者の居宅介護サービス利用者の割
合

％ 63.2 61.8 61.6 60.5 60.2

要介護（要支援）認定者の介護サービス利用者の割
合

％ 85.6

・通いの場については、介護予防に資する「通いの場」の活動が地域で広がり、既に中間目標値を上回る数値となっている。
・認定率や要介護（要支援）認定者の介護サービス利用者の割合は概ね順調に進んでいるが、介護サービス利用者の居宅介護サービス利用
者の割合においては、やや進捗に遅れがある。

・「通いの場」の継続実施箇所が年々増加している要因
　　市報や講演会の場での普及啓発の他、地域が高齢化や高齢者のみ世帯の増加を課題として認識し、その対策として「通いの場」を
　　導入していることが考えられる。
・認定率
　　介護予防に対する積極的な取組により概ね順調に進んでいる。
・要介護（要支援）認定者の介護サービス利用者の割合
　　制度の周知や真にサービス利用が必要な方への働きかけ等により概ね順調に進んでいる。
・介護サービス利用者の居宅介護サービス利用者の割合
　　近隣市町の特養等に入所枠が増えたこと等による施設介護サービス利用者の増加により減少していることが考えられる。

64.0 65.0

達成度

成果指標による
現状分析

評価の理由



４　取組の状況と今後の方向性

これまでの主な取組と実績

主な課題と今後の対応

② 介護サービス・生活支援サービスの提供

① 介護予防と生きがいづくり

施策の内容

体等への支援を行います。

実施します。

・ボランティア研修会、介護予防リーダー養成講座を実施し、地域において介護予防を実践できる地区組織及び人材の育成支援を行った。
・住民運営による通いの場の立ち上げ及び継続支援を行った。
・社会福祉協議会や健康づくり課と連携し、サロン等の地域活動の立ち上げ及び継続支援を行った。
・健康づくり課と協働でポールウォーキング教室を実施し、移動能力の低下を来した高齢者の活動量増加と社会参加を促した。
・健康づくり課と協働で認知機能低下予防教室を実施し、併せて教室終了後の自主活動につながるよう支援を行った。
・介護予防に資する運動プログラムを４地区の拠点で実施し、高齢者の生きがいづくりに繋げた。
・健康づくり課や生涯学習・生涯スポーツ等の関連する分野の取組について、効率的な事業運営が行われるように事業の廃止等の整理を行った。
・感染症対策を講じながら介護予防事業を継続実施した。
・コロナ禍においても高齢者が健康を維持できるよう、介護予防に関するパンフレットとDVDを作成し、高齢者がいる世帯等に配布した。

主な課題と今後の対応

・介護予防リーダーの育成や地区組織の立上げ支援等により、介護予防活動を実践する地域が増えている一方、活動がなかなか進まない地域や継続が難しい地域も
存在する。今後も介護予防リーダー養成講座の継続実施や、講演会及び市報等での普及啓発により、介護予防への意識が高い住民を増やし、地域の介護予防への意
識の醸成を図っていく。
・コロナ禍における介護予防事業の安全かつ効果的な実施方法について検討していく。

施策の内容

供を目指します。

これまでの主な取組と実績

・小規模多機能型居宅介護サービスについては、市内３事業所でサービスを提供した。また、地域支え合い体制に取組む自治会がボランティアスタンプと連動させ
て地域課題に取り組み始めた
・買物前後の移送支援の実施に向けて、NPO法人と具体的な取組方法について検討を行った（令和元年度サービス開始）。
・福祉有償運送運営協議会を立ち上げ、買物前後の移送支援サービスにおいて福祉有償運送を開始した。
・「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」「介護保険サービス利用意向調査」を実施し、市民の介護サービス・生活支援サービスの必要性について調査した。
・「胎内市高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画」を策定

・自治会やボランティア組織による住民の支え合い活動が増加している一方、支援が必要な高齢者にサービスが行き届いていない現状がある。まずは地域の生活課
題及び生活支援サービス等の社会資源を把握し、サービス提供者と生活支援を求める市民とのマッチングや必要に応じて新たな生活支援サービスの創出に努める。
また、ボランティアの研修も継続実施していく。



５　施策の今後の方針

施策方針 ○ 維持

施策方針に関する
説明

・令和２年度に策定した「胎内市高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画」を着実に推進する。
・第3期胎内市地域福祉計画・第4次胎内市地域福祉活動計画に基づき、地域支え合い活動を推進していく。
・介護予防リーダーの育成や地区組織の立ち上げ支援等により、介護予防への意識が高い住民の増加と地域づくりに取り組んでいく。

これまでの主な取組と実績

・地域福祉懇談会を開催し、自治会の地域課題と取組みについて、意見交換や情報共有を図った。（平成３０年度３か所開催）
・地域支え合い体制づくり事業で、新たな支え合い活動団体に対して補助金を交付した（１団体）
・地域の自主防災に取組む自治会長に対して、民生委員等に調査していただいた要援護者訪問調査リストを提供した。
・民生委員等による、高齢者宅への訪問活動を推進した。
・住宅改修については116件

主な課題と今後の対応

・地域懇談会については、平成３０年度は３か所開催したが、令和元年・２年は新型コロナウイルス感染対策防止のため地域福祉懇談会はできなかった。
今後もこの様な状況が続くことも考えられるので、意見交換の方法を考えなければならない。
・令和2年4月に策定した、第3期胎内市地域福祉計画・第4次胎内市地域福祉活動計画に基づき、推進目標である「みんなで支え合う安心・快適な暮らしの実現」に
向け、いざという時の助け合いの仕組みづくりや、身近な場所で何でも相談できる体制づくりを、胎内市社会福祉協議会と共にサポートする。
・地域福祉懇談会と協働座談会の区別が住民につきにくいため、地域福祉懇談会の持ち方を検討する必要がある。
・サービス付き高齢者住宅開設は県の所管であるが、相談の時点で事業者の計画性や経営能力が適正なものか見定める。
・住宅改修については、今後も促進を図っていく。

・「福祉まるごと相談窓口」を開設した。（令和元年度）
・認知症への理解を深めるため、認知症講演会や地域・学校での認知症サポーター養成講座を実施した。
・黒川地区、旧本条小学校区、東本町地区、築地地区において認知症徘徊模擬訓練を市民、地域包括支援センター、介護保険事業所、黒川病院、警察署等と連携を
取りながら実施し、認知症の人への対応等を検討した。
・「在宅医療・介護連携推進事業」について、医師会、新発田市、阿賀野市、聖籠町と連携しながら取り組んだ。
・生活支援コーディネーターを委嘱し高齢者の生活支援、介護予防サービスの体制整備推進を図った。
・多様な主体で構成される協議体において、多様な日常生活の支援体制の充実のための課題整理や支援体制方法について検討を行った。

主な課題と今後の対応

・「福祉まるごと相談窓口」で対応している複合化・複雑化した問題の解決のため、関係機関との連携体制の強化に取り組んでいく。
・高齢者の生活実態及び各地域の生活課題やニーズの整理を今後も継続し、地域に不足するサービス等の資源開発に努めていく。

施策の内容

取り組む。

④ 安心して暮らし続けることができる環境整備

③ サービスの提供体制の整備

施策の内容

ケースに対応する地域ケア会議の開催等に取り組みます。

これまでの主な取組と実績



Ⅱ　施策を構成する事業等

240110 敬老事業 6,140 6,140 7,238 7,238 × △ ⑥ 福祉介護課

240111 老人クラブ助成事業 3,200 1,436 3,303 1,539 ○ △ ③ 福祉介護課

240120
地域介護予防活動支援事業〔介護保険事業特別会
計〕

11,088 1,386 12,103 2,771 ◎ ○ ② 福祉介護課

240121
介護予防普及啓発事業（福祉介護課）〔介護保険事
業特別会計〕

2,311 290 3,059 639 ◎ ○ ③ 福祉介護課

240122
一般介護予防事業評価事業〔介護保険事業特別会
計〕

280 35 126 28 ◎ ○ ③ 福祉介護課

240210 緊急通報装置設置事業 6,348 6,348 6,885 6,885 ○ ○ ③ 福祉介護課

240211 寝具乾燥消毒サービス事業 170 167 250 249 ○ ○ ③ 福祉介護課

240212 軽度生活援助事業 3,813 2,832 2,824 2,344 ○ ○ ③ 福祉介護課

240214 外出支援サービス事業 3,591 3,591 3,345 3,345 ○ ○ ③ 福祉介護課

240217 社会福祉法人利用者負担額減免措置事業 761 160 1,040 260 ◎ ○ ③ 福祉介護課

240218 介護予防支援事業 1,382 0 2,288 0 ○ ○ ② 福祉介護課

240253 介護相談員派遣事業〔介護保険事業特別会計〕 30 7 1,251 287 × ○ ③ 福祉介護課

240254 紙おむつ給付事業〔介護保険事業特別会計〕 7,235 1,664 4,742 1,090 ○ ○ ③ 福祉介護課

240261
介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

17,605 2,243 18,796 4,314 ○ ○ ③ 福祉介護課

240262
介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

29,695 3,713 33,353 7,457 ○ ○ ③ 福祉介護課

240263
介護予防ケアマネジメント事業〔介護保険事業特別会
計〕

4,360 545 5,162 1,187 ◎ ○ ② 福祉介護課

240310 成年後見制度利用支援事業 0 0 134 134 △ ○ ② 福祉介護課

240311
成年後見制度利用支援事業〔介護保険事業特別会
計〕

0 0 425 97 △ ○ ① 福祉介護課

240320
介護予防・生活支援拠点管理事業〔介護保険事業特
別会計〕

1,651 207 1,799 413 ○ ○ ③ 福祉介護課

240321 包括的支援事業〔介護保険事業特別会計〕 44,459 8,559 53,274 12,253 ○ ○ ③ 福祉介護課

240322 認知症高齢者見守り事業〔介護保険事業特別会計〕 2,991 577 3,325 764 × ○ ② 福祉介護課

240323 認知症総合支援事業〔介護保険事業特別会計〕 8,462 1,630 8,825 2,029 △ ○ ② 福祉介護課

240324 介護予防把握事業〔介護保険事業特別会計〕 139 18 177 40 ◎ ○ ③ 福祉介護課

240325
地域リハビリテーション活動支援事業〔介護保険事業
特別会計〕

8,655 1,083 9,323 2,144 ◎ ○ ③ 福祉介護課

240326 生活支援体制整備事業〔介護保険事業特別会計〕 8,171 1,574 8,406 1,931 ◎ ○ ② 福祉介護課

240327 地域ケア会議推進事業〔介護保険事業特別会計〕 207 41 474 109 ○ ○ ③ 福祉介護課

240411 老人福祉施設入所措置事業 85,166 65,638 93,268 74,068 ◎ △ ③ 福祉介護課

249913
胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補
助事業

476 251 999 512 ○ ○ ③ 福祉介護課

249914 福祉交流センター運営事業 4,218 4,218 3,307 3,307 △ ○ ② 福祉介護課

249915 老人医療費助成事業 5 5 122 62 × × ③ 福祉介護課

事業
コード

事務事業名
R2

事業費
R3

当初予算額
達成度

今後の
方向性

主な事業 担当課うち
一般財源

うち
一般財源

施策目標
に対する

貢献
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課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ △ △ ×
達成度

評価の理由

令和2年度敬老会が中止となったため。

事業の課題
・参加率の低下
・コロナ禍での開催方法の検討

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

0

事業の
目的・概要

事業費の
主な支出内容

報償費　長寿顕彰表彰費等　4,512千円
食糧費　金婚式賄い　　　　　289千円
役務費　通信運搬費等　　　　728千円

1,895 1,938 1,514

0 0 0 0 0

14,224 14,667

老人福祉法の趣旨に則り、高齢者の長寿をたたえ、敬老の意を表す
ることを目的として敬老会の開催、長寿顕彰、金婚式を開催する。
令和2年度敬老会については、新型コロナウィルスの影響により中
止した。

12,772 7,012 6,139

980

実施方法 市が直接実施

7,238

・長寿顕彰
長寿顕彰条例を改正し、対象者を及び祝金の額を引き下げたことにより経費を
削減した(令和元年度から)
・敬老会
弁当単価の引き下げ、来場者記念品の廃止、会場準備を一部直営とすることで
経費を削減した(令和元年度から)
会場を変更し、会場準備等に係るコスト等の削減を図った。(令和2年度から)

0 0

8,950 7,653

財源「その他」 内訳

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

法令による義務付け 任意 関連条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

12,345

平成29年度 平成30年度 令和元年度

主な
実施内容

・敬老会の開催
・金婚式の開催
・長寿顕彰（88歳祝品、100歳50,000円）
・表敬訪問(新規100歳）

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度

644円

令和元年度

780

1,879

0

人件費（千円）

2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

正(h) 980 980

事業コード 240110

事務事業名 敬老事業
担当課 福祉介護課

7,238

事業の取組状況

0

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 社会福祉費

敬老事業 老人福祉費

基本政策

敬老会出席
者人数

882人 871人 855人 0人

事務区分

令和元年度まで　事業費/参加人数
令和２年度　　　事業費/対象人数

会計年度
任用(h)

90 90 90 40

0 0 0 0

12,345 12,772 7,012 6,139

総事業費＋人件費

敬老会出席
率

敬老会出席
率

敬老会出席
率

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称
敬老会出席
率

敬老会出席
率

産
出
指
標

敬老会出席
者人数

目標 1,100人 1,100人 1,100人 850人 850人

実績

名称
敬老会出席
者人数

敬老会出席
者人数

敬老会出席
者人数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

18%実績 19%

今後の敬老会の開催について見直しを検討す
る。

78.3%

23%

78.3% 0.0%

0%

23% 23% 18% 18%

18%

83.0%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

令和2年度及び令和3年度の敬老会は新型コロナウィルスの影響により中止と
なった。来年度以降の開催についても、感染状況によっては、現在のような全
市で行う敬老会の開催は難しいと思われる。今後は、敬老会の実施形態を含
め、他市町村の状況を参考にしつつ、事業全体のあり方を検討していく必要が
ある。
金婚式については、対象者の自己負担も検討していく必要がある。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

⑤ ⑤
今後の方向性

令和2年度 令和3年度

6,694円 5,137円 4,669円

平成29年度 平成30年度

⑥ ⑥
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２
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※事
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７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

二次評価委員会所見

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

・老人クラブ助成事業費補助金
　　老人クラブ連合会　　682千円(1人400円)
　　単位老人クラブ　　2,547千円(1人1,500円)

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ○ 〇
達成度

評価の理由

会員数は減少しているが、地域の訪問活動や清掃等の奉仕活動が社
会貢献につながると同時に会員の健康と生きがいづくりにつながっ
ている。

事業の課題
会員が減少したことにより、地域活動や住民のつながりが低下している。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

84.1% 81.8%

成
果
指
標

名称
65歳以上の
会員割合

65歳以上の
会員割合

65歳以上の
会員割合

65歳以上の
加入率

65歳以上の
加入率

目標 22%

84.3% 92.8%

16.70%

22% 21% 18% 18%

目標比

実績 18.5% 18.0% 17.70%

会員数

目標 2,200人 2,200人 1,820人 1,800人 1,800人

実績

名称 会員数 会員数 会員数 会員数

1,856人 1,816人 1,798人 1,705人

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

老人クラブ会員の減少が課題となっているため、今度も補助をすることにより
活動の継続を支援していく。
このことにより、健康の維持や地域支え合い活動の推進にも繋がる。

今後の方向性

令和3年度

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

3,581 3,506 3,411 3,276

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

30 30 40

総事業費＋人件費

正(h)

0 0 0 0 0

55 56 76 76

1,651 1,535 1,384 1,436 1,539

40

0 0

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1,875 1,915 1,951 1,764 1,764

3,526 3,450 3,335 3,200 3,303総事業費（千円）

主な
実施内容

0 0 0

令和3年度

事業コード 240111

事務事業名 老人クラブ助成事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 社会福祉費

老人クラブ助成事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度

改革の実施状況（平成29年度～）

会員数は減少しているが、地域の訪問活動や清掃等の奉仕活動が社会貢献につ
ながると同時に会員の健康と生きがいづくりにつながっている。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

高齢者保健福祉計画

老人福祉法第13条

胎内市老人クラブ事業費補助金交付要綱 関連計画

実施方法 補助・負担

事業の取組状況

・市の老人クラブ連合会（1団体）へ補助金の交付
・市内の集落単位老人クラブへ補助金の交付
（胎内市社会福祉協議会に老人クラブ連合会の事務局があり事務を
行っている）

達成度

事業の
目的・概要

老人福祉の増進に寄与するため、老人クラブ連合会及び市内の各老
人クラブが行う事業に対して補助金を交付する。

平成29年度

事務区分
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②
今後の方向性

令和2年度 令和3年度

714 531 585

平成29年度 平成30年度

②

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

・介護予防への意識が高い住民を増やすため、介護予防普及啓発事業と連動し
ながら事業を実施していく。
・介護予防に効果が高い「運動」と「社会参加」を軸とし、地域で歩いて行け
る身近な場に、住民運営による介護予防の取組み「通いの場」が点在すること
が望ましく、立ち上げ支援と継続支援プログラムを充実させていく。
・関係機関との連携強化と地域の多種多様な社会資源を把握しながら取組を推
進するとともに、専門スタッフの確保や研修等を行い資質の向上に努めてい
く。
・介護予防リーダーや生活支援サポーターは、専門職では支えきれない部分を
サポートする介護予防活動の重要な担い手である。個人の介護予防から地域支
援を視野に入れた取組までを学べる講座を実施し、地域の担い手育成を継続し
て行っていく。

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

84か所実績 69か所

116.9%

63か所

125.4% 131.9%

91か所

65か所 67か所 69か所 75か所

76か所

109.5%

介護予防活
動を行う地
域の把握活
動箇所数

介護予防活
動を行う地
域の把握活
動箇所数

介護予防活
動を行う地
域の把握活
動箇所数

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称

把握してい
る介護予防
活動を行う
地域の活動
か所数

把握してい
る介護予防
活動を行う
地域の活動
か所数

産
出
指
標

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

目標 250人 270人 290人 300人 350人

実績

名称

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

315人 434人 444人 358人

事務区分

地域活動高齢者一人あたり運営コスト
（総事業費/高齢者の地域活動参加者把握数）

会計年度
任用(h)

0 0 0 100

0 0 0 0

1,014 1,147 1,440 1,386

総事業費＋人件費

事業コード 240120

事務事業名 地域介護予防活動支援事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

12,103

事業の取組状況

5,548

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 一般介護予防事業費

地域介護予防活動支援事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

実施方法 市が直接実施＋委託

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

754

令和元年度

・新たな介護予防リーダーの育成や既に活動している介護予防リーダーへの支
援を通して、介護予防リーダーの資質向上と積極的な介護予防活動支援への参
加を促した。
・住民運営による介護予防に資する取り組み「通いの場」の立ち上げ支援を行
い、意欲を高め、継続した活動となるよう活動推進を行っている
【H30～R2】
・介護予防における大学との連携事業に参加

12,455 11,562

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

② ②

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

8,109

事業の
目的・概要

 介護保険法に規定する地域支援事業の対象事業。
 高齢者が参加しやすい身近な地域に活動の拠点をつくり、地域の
人とのつながりを持ち、気軽に楽しみながら介護予防に取り組むこ
とができるようにする。

9,178 11,524 11,088

主な
実施内容

・介護予防リーダー等の育成
・地域の介護予防活動支援
・「通いの場」立ち上げ及び継続支援

令和2年度 令和3年度

8,845 10,084

490

2,771

財源「その他」 内訳
第１号介護保険料(2,548千円）、第２号介護保険料（2,990千
円）、研修会参加費（10千円）

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

250

736

1,865

人件費（千円）

正(h) 400 488

4,589 5,763

906 931 474

5,230 3,442 4,321 4,154 4,518

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

　地域活動は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため一旦は活
動自粛していたが、地域活動の再開支援に出向き、感染対策を講じ
ながら活動をほぼ再開している。
　介護予防リーダー育成を継続して行い、住民運営による介護予防
の取組箇所は増えており、住民の介護予防活動の意識は高まってい
る。

事業の課題
・介護予防活動を実践する地域が増えている一方、活動がなかなか進まない地
域や継続が難しい地域も存在する。
・人口減少高齢社会の現状から、自助と互助を活かした介護予防の取組を推進
していく必要がある。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

4,814

事業費の
主な支出内容

委託料10,397千円　報償費314千円　需用費197千円
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事業年度 令和２年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

594 570 578

3,942 2,082 2,311 3,059

5,406 4,536

介護予防活動の普及啓発を行い、家庭や地域における介護予防活動
の浸透を図り、高齢者の健康寿命延伸を目指す。
高齢者の健康と自立生活を支援する介護保険外サービス

教室参加者一人当たり費用
（総事業費‐利用料）/教室参加者延人数

会計年度
任用(h)

78 80 80

0 0 0 0

事業コード 240121

事務事業名
介護予防普及啓発事業（福祉介護課）〔介護保険事業
特別会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 一般介護予防事業費

介護予防普及啓発事業（福祉介護課） 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

主な
実施内容

介護予防に関する講演会や広報活動、教室の開催等を通じ、介護予
防の効果や必要性、具体的な介護予防活動の実践指導等、介護予防
に関する知識技術の普及啓発を行う。
　
・介護予防に関する講演会等の実施
・すこやか教室卒業生の会、介護予防教室実施

令和2年度 令和3年度

3,111 1,478

0

1,379

総事業費＋人件費

正(h) 316 320 300 305

582

1,110

人件費（千円）

2,652 2,889

639

1,971 1,042 1,267

0

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

115.0% 104.6%

成
果
指
標

名称
教室参加延
人数

教室参加延
人数

教室参加延
人数

介護予防教
室、講演会
参加延人数

介護予防教
室、講演会
参加延人数

目標 2,530人

111.2% 107.4%

1,611人

2,530人 2,000人 1,500人 1,550人

2,647人

令和2年度 令和3年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

休廃止

目標比

2,224人実績 2,905人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

126回 85回 112回

産
出
指
標

介護予防教
室、講演会
実施回数

改革の実施状況（平成29年度～）

【平成30年度】
・NPO法人に「太極拳教室」「筋力トレーニング教室」を委託。
【令和元年度】
・上記２事業をNPO法人の事業へ移行した。
・「これからの介護予防」と題して市報に連載し、市民に広く介護予防に関す
る知識の普及啓発を行った。
・他課や関係機関と連携し、より身近な地域等で介護予防の取組が継続できる
よう、実践指導を行った。
【令和2年度】
・新型コロナウイルス感染症対策により、教室運営及び講演会の開催方法等を
変更し実施した。

令和2年度 令和3年度

1,404円 1,217円 726円

平成29年度 平成30年度

603 493 260 261

平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,297円

令和元年度

780 783 1,041

4,824

令和3年度

財源「その他」 内訳
第１号保険料(481千円）、第２号保険料（564千円）、利用料
（222千円）

事業費の
主な支出内容

委託料（1150千円）、報償費（648千円）、需用費（338千円）

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 132回 132回 66回 50回 50回

実績

名称
教室実施回
数

教室実施回
数

教室実施回
数

介護予防教
室、講演会
実施回数

134回

③ ③

指標値の状況

⑥ ⑤
今後の方向性

・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防取組を強化し、介護予防
の必要性や実践指導等、介護予防に関する知識の普及啓発を行う

・元気な時から切れ目のない介護予防の継続として、保健部門等と連携し、た
いない健康度チェック（胎内市版フレイルチェック票）を活用した研修会等を
開催する

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

成果指標である教室延参加人数が目標を上回ったため。

事業の課題
・人口減少高齢社会の現状から、高齢者の健康寿命延伸に向けた介護予防の取
組を推進していく必要がある。
・効果的で効率的に実施に向けた、他課や関係機関との連携強化が必要。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度



大 24 款 04

中 01 項 02

小 22 目 01

○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

評価実施率は100％であり、高齢者の介護予防に繋がっている。

事業の課題
・効果的で効率的な介護予防事業の実施
・一体的な事業展開ができる取組の検討
　

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

52

事業費の
主な支出内容

報償費180千円、消耗品費50千円、プリンター保守委託料50千円

84 85 99

32 29 29 105 46

132 162

45

28

財源「その他」 内訳 第１号介護保険料(64千円）、第２号介護保険料（76千円）

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

52

83

11

人件費（千円）

正(h) 45 45

39 39

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

49

事業の
目的・概要

　介護保険法に規定する地域支援事業の対象事業。
　一般介護予防事業を含めた総合事業全体を評価し、介護保険事業
計画において定める目標値の達成状況等の検証を行い、評価結果に
基づき事業全体の改善を行う。

78 78 280

主な
実施内容

平成30年度に実施した介護予防・日常生活支援総合事業に関して、
国・県指定の内容に従って評価を実施。

令和2年度 令和3年度

実施方法 市が直接実施

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

　国、県が指定する「総合事業の事業評価」を実施し、評価結果に基づき事業
の改善を図っている。
【R1】
　県や新潟医療福祉大学の協力を得ながら、「住民主体の通いの場」の効果に
ついて検証を行っている。この結果を踏まえ、介護予防講演会にて介護予防の
効果について報告した。
【R2】
　多職種連携による介護予防事業評価研修を開催し、ケア関係者が連携し効果
的に行うための介護予防事業の在り方について学んだ。

163 379

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

⑤ ③

事業コード 240122

事務事業名 一般介護予防事業評価事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

126

事業の取組状況

140

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 一般介護予防事業費

一般介護予防事業評価事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

事業評価に
かかる時間

45時間 45時間 45時間 40時間

事務区分

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

6 10 10 35

総事業費＋人件費

評価実施率 評価実施率 評価実施率

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称 評価実施率 評価実施率

産
出
指
標

事業評価に
かかる時間

目標 45時間 45時間 45時間 45時間 45時間

実績

名称
事業評価に
かかる時間

事業評価に
かかる時間

事業評価に
かかる時間

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

100%実績 100%

 

100.0%

100%

100.0% 100.0%

100%

100% 100% 100% 100%

100%

100.0%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

 国・県が指定する「総合事業の事業評価」を年度ごとに実施し、評価結果に
基づき事業の改善を図っていく。
　多職種で行う研修事業等を通じ、評価結果や地域の実情等を多職種で共有
し、介護予防事業の理解を深め、介護予防活動を地域展開できるよう引き続き
検討していく。

③
今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

③
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○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ◎ ○ ○
達成度

評価の理由

一人暮らし高齢者、身体障害者に対し日常生活を営む上で緊急事態
に対する不安を解消し、併せて緊急事態発生時の対策を講じること
ができた。

事業の課題
緊急連絡先が県外や市外の方が多く、緊急時の対応が難しく民生委員等の負担
になっている。
外出時の人感センサーの解除し忘れによる警備業者の出動も増加している。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

0

事業費の
主な支出内容

緊急通報装置設置委託料　6,347千円
アナログ　3,850円/月
光　　　　4,730円/月
携帯　　　4,730円/月
徘徊　　　7,700円/月

46 47 47

0 0 0 0 0

6,345 6,319

25

6,885

財源「その他」 内訳

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

25

46

0

人件費（千円）

正(h) 25 25

0 0

会計区分 一般会計

高齢者保健福祉計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

法令による義務付け 任意 関連条例 胎内市緊急通報装置設置事業実施要綱 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

6,299

事業の
目的・概要

おおむね65歳以上の一人暮らし高齢者で健康面・生活面の条件を満
たす人や経済面の条件を満たす徘徊高齢者を抱える世帯及び徘徊行
動のある認知症高齢者に対し、緊急事態発生時の対策を講ずるた
め、緊急通報装置及び徘徊高齢者感知システムを設置する。

6,273 6,466 6,347

主な
実施内容

・緊急通報装置設置委託　 実利用者　126件
・徘徊高齢者感知システム設置　1件
・年間異常信号受信件数　140件
・緊急出動件数　　　　　 8件

令和2年度 令和3年度

実施方法 委託

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

50,373

令和元年度

長期継続契約（5年）でコストは縮減を実現している。
（現行3,780円/1件・月⇒単年度契約4,230円/1件・月）

6,513 6,394

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

③ ③

事業コード 240210

事務事業名 緊急通報装置設置事業
担当課 福祉介護課

6,885

事業の取組状況

0

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

緊急通報装置設置事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

設置人数

151人 144人 139人 126人

事務区分

委託料/利用者

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

6,299 6,273 6,466 6,347

総事業費＋人件費

利用人数
緊急出動件
数

緊急出動件
数

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称 利用人数 利用人数

産
出
指
標

設置人数

目標 142人 142人 142人 142人 142人

実績

名称 設置人数 設置人数 設置人数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

139人実績 151人

101.0%

142人

97.8% 80.0%

8件

142人 142人 10件 10件

144人

106.0%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

・異常信号の受信により委託業者が急行し救急搬送され、大事に至らずに済ん
だケースや、独居高齢者の死亡事例が早期に発見されるなど有効な事例がある
ので継続が必要である。
・徘徊高齢者感知システムについては、認知症の方が外出する時に常に身に着
けられる工夫が必要である。

③
今後の方向性

令和2年度 令和3年度

41,715 43,562 46,517

平成29年度 平成30年度

③
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５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

財源「その他」 内訳 高齢者在宅福祉サービス利用者負担金

事業費の
主な支出内容

寝具乾燥消毒サービス事業委託料　169,694円

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ○ ○
達成度

評価の理由

目標人数は下回ったが、寝たきり高齢者等に対しサービスを提供す
ることにより生活の質の確保や家族の身体的、精神的な負担の軽減
を図ることができた。

事業の課題
寝たきり高齢者等にとっては、必要な事業であるため今後も引き続き実施する
必要がある。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0 0 0

252 200 222 169 250

0 0 1 3 1

0

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

（特になし）

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

老人福祉法第13条

胎内市寝具乾燥消毒サービス事業実施要綱 関連計画

実施方法 委託

15

総事業費（千円）

0 0

事業コード 240211

事務事業名 寝具乾燥消毒サービス事業
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供

寝具乾燥消毒サービス事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

民生費

社会福祉費

老人福祉費

会計区分 一般会計

高齢者保健福祉計画

事業の取組状況

寝具乾燥消毒サービス　年間延べ利用回数　119回

達成度

事業の
目的・概要

寝たきり高齢者、一人暮し高齢者及び高齢者世帯並びに重度身体障
害者に対し訪問等により寝具の乾燥サービスを提供することによっ
て、これらの者の自立と生活の質の確保を図るとともに、その家族
の身体的、精神的な負担の軽減を図る。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

0 0

28 28 28

252 200 221 166 249

人件費（千円） 37

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

10,605

20 15 15

令和2年度 令和3年度

11,454 8,695 10,090

289 228 250 197

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

このサービスにより要介護者の在宅生活の助長につながっていて、障がい者の
就労支援（じょぶ倶楽部に委託）にも資する事業であるため、現行のとおり継
続する。

委託料÷利用者

22人

登録人数

目標 25人 25人 25人 25人 25人

実績

名称 登録人数 登録人数 登録人数 登録人数

22人 23人 22人 22人

88.0% 92.0%

成
果
指
標

名称 利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 利用人数

目標 25人

88.0% 64.0%

16人

25人 25人 25人 25人

目標比

実績 22人 23人

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大
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一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革の実施状況（平成29年度～）

サービス内容のうち、庭木の剪定・冬囲いを対象外とし、見直しを行った。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画関連計画

実施方法 委託

事業の取組状況

申請受理の際、本人の要件と身体の状況、サービスの妥当性を本人
から聞き取り、決定後はシルバー人材センターへ業務依頼するとと
もに本人へ通知する。
作業の費用は、課税状況により人件費の1割または5割分と材料費等
を利用者から徴収する。

達成度

事業の
目的・概要

おおむね65歳以上の高齢者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に属す
る高齢者であって、日常生活の支援が必要な者が、日常生活の中で
援助を要する作業（草取り、家の大掃除、雪かき等）を援助するこ
とによって、本人が在宅生活を健やかに継続できるようにする。

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業コード 240212

事務事業名 軽度生活援助事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

軽度生活援助事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0 0 0

6,105 3,921 1,205 3,812 2,824総事業費（千円）

主な
実施内容

413 982 480

0 0 0 0 0

239 223 190 190

4,622 2,741 792 2,830 2,344

100

1,483 1,180

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

28,143 16,723円 8,998円

6,344 4,144 1,395 4,002

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

25,600円

130 120 100

総事業費＋人件費

正(h)

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③⑤ ⑤

現在、シルバー人材センターに業務委託しているが繁忙期などは人出が不足す
るため、複数業者へ委託するなど状況を見ながら検討していきたい。
また、事業見直しの結果、より目的に沿った事業が運営できるようになった。
今後は、地域支え合い活動での高齢者支援も視野に入れることにより予算の削
減にもつながる。

委託料÷利用人数

今後の方向性

令和3年度

105人

登録人数

目標 145人 145人 110人 110人 110人

実績

名称 登録人数 登録人数 登録人数 登録人数

156人 159人 105人 190人

108.0% 109.6%

成
果
指
標

名称 登録人数 登録人数 登録人数 利用人数 利用人数

目標 145人

95.0% 103.5%

145人

145人 110人 140件 140件

目標比

実績 156人 159人

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

財源「その他」 内訳 高齢者在宅福祉サービス利用者負担金

事業費の
主な支出内容

軽度生活支援事業委託料　3,712,088円

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ○ ○
達成度

評価の理由

前年に比べ降雪量が多く雪かき等の利用が増加し、利用件数につい
ては目標値を達成しているため。

事業の課題
シルバー人材センターの会員が不足しており、草刈りや、雪かき等の繁忙期に
人員の不足が出ている。
また、山間部の雪下ろしの業務に関して、作業員が高齢化しており人員が不足
している。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度



大 24 款 03

中 02 項 01

小 14 目 03

○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

・外出支援車　燃料費　191千円
・外出支援車　修繕費　174千円
・外出支援サービス業務委託料　3,096千円

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

△ × △ ○
達成度

評価の理由

令和2年度から利用対象者の見直しを行ったことで、前年度よりは
登録者数は減少したが、サービスを必要としている方に適切に対応
できている。

事業の課題
対象者の要件について見直しを行ったが、サービスを必要としている方に適切
に対応できるよう、身体の状態についてより聞き取り等を行う必要がある。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0 0 0

4,887 5,067 3,929 3,590 3,345

0 0 0 0 0

0

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

R2年度から利用対象者を整理し(要介護3以上）、サービスを必要としている方
に適切に対応できるようにした。
※ストレッチャーや常時車イスを利用してる場合はこの限りではない。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

関連計画

実施方法 委託

40

総事業費（千円）

0 0

事業コード 240214

事務事業名 外出支援サービス事業
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供

外出支援サービス事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

民生費

社会福祉費

老人福祉費

会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画

事業の取組状況

移送専門車両（車椅子、ストレッチャーを搭載型）により、外出困
難な高齢者等に対し、医療機関の受診などの外出時に送迎サービス
を行う。

達成度

事業の
目的・概要

高齢者及び障がい者で、バス、電車、タクシー等の利用により自ら
外出が困難なものに対し、移送用車両による外出支援サービスを提
供することにより、高齢者等の保健福祉の向上を図ることを目的と
する。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

0 0

74 76 76

4,887 5,067 3,929 3,590 3,345

人件費（千円） 0

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

4,860円

0 40 40

令和2年度 令和3年度

4,073円 4,115円 4,039円

4,887 5,141 4,005 3,666

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③⑤ ③

R2年度から事業を見直し、対象者の要件を整理した。利用者の需要を把握しつ
つ、サービスを必要としている方へ適切に対応できるよう事業を継続してい
く。

委託料÷延利用人数

169人

登録人数

目標 330人 330人 220人 100人 100人

実績

名称 登録人数 登録人数 登録人数 登録人数

253人 223人 235人 181人

51.2% 45.8%

成
果
指
標

名称 利用実人数 利用実人数 利用実人数 延利用人数 延利用人数

目標 330人

76.8% 106.1%

637人

330人 220人 600人 600人

目標比

実績 169人 151人

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大
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中 02 項 01
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○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

胎内市の社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減措置事業実施要綱

法令による義務付け 任意 関連条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0 0

955 999 761 1,040

436 955

　低所得で生計が困難な者等に対して、介護保険サービスの提供を
行う社会福祉法人が、その社会的な役割に鑑み、利用者負担の軽減
をすることにより、介護保険サービスの利用促進を図る。

会計年度
任用(h)

0 0 0

0 0 0 0

事業コード 240217

事務事業名 社会福祉法人利用者負担額減免措置事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

社会福祉法人利用者負担額減免措置事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 介護保険係 担当者

主な
実施内容

社会福祉法人が介護保険サービス（訪問介護・通所介護・短期入所
生活介護・老人福祉施設）を提供した時に、利用者負担額（介護
サービス費・食費・居住費）の25％を軽減する。（生活保護受給者
100％）
利用者負担額の軽減を行った社会福祉法人から申請があった場合
に、市が軽減額の一部について補助金を交付する。（交付した補助
金の一部を国・県が補助する。）

令和2年度 令和3年度

410 716

0

0

総事業費＋人件費

正(h) 0 0 0 0

0

0

人件費（千円）

999 761

260

0 0 0

0

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

117.9% 133.3%

成
果
指
標

名称

利用者負担軽
減対象者のう
ち、実際に介
護サービスを
受けた人の人
数

利用者負担軽
減対象者のう
ち、実際に介
護サービスを
受けた人の人
数

利用者負担軽
減対象者数の
うち、実際に
介護サービス
を受けた人の
割合

利用者負担軽
減対象者数の
うち、実際に
介護サービス
を受けた人の
割合

利用者負担軽
減対象者数の
うち、実際に
介護サービス
を受けた人の
割合

目標 28人

100.0% 100.0%

100%

30人 100% 100% 100%

40人

令和2年度 令和3年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

休廃止

目標比

100%実績 33人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

3法人
①3法人
②39人

①4法人
②30人

産
出
指
標

①補助金交
付対象法人
数
②利用者負
担軽減対象
者数

改革の実施状況（平成29年度～）

（該当なし）

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

26 239 250 160

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

749 601 780

436

令和3年度

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

法人への補助金

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 4法人 4法人
①4法人
②28人

①4法人
②40人

①4法人
②40人

実績

名称

利用者負担
軽減の実施
を届出した
社会福祉法
人数

利用者負担
軽減の実施
を届出した
社会福祉法
人数

①補助金交
付対象法人
数
②利用者負
担軽減対象
者数

①補助金交
付対象法人
数
②利用者負
担軽減対象
者数

4法人

③ ③

指標値の状況

③ ③
今後の方向性

対象者が軽減を受けられなくなることがないよう、新規要介護認定者へ案内や
施設への周知を継続する。また、住民に対しホームページや市報等で軽減事業
の周知を実施する。

法人がこの制度に登録していないと利用できない為、未登録の法人に対して働
きかけを行う。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ○ ◎
達成度

評価の理由

法人数は１増。
対象者が年度途中に死亡したことにより前年度と比較して事業費が
減少している。対象者の介護サービスの内容によって軽減とならな
い場合もあるが、実際に軽減の対象となる利用者は全員が軽減され
ていることを確認した。

事業の課題
対象となる利用者を増やすために参加する社会福祉法人の増加が求められる。
（但し、胎内市社会福祉協議会は、軽減を行っている法人だが申請額が少額の
ため市への補助金請求を行っていない。）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
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○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

②
今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

②

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

 介護支援専門員や地域包括支援センター職員が自立支援や重症化防止の視点
を持ち、状況に応じたケアプランの作成や変更が行えるよう、研修会等を通じ
資質向上のための支援を行っていく。

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

7.7%実績 19%

-

22%

- 96.6%

20.7%

21% 20% 20% 20%

12.5%

-

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称
担当者の1年
間の介護度
の悪化率

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

産
出
指
標

年間予防給
付管理件数

目標 920件 920件 700件 600件 600件

実績

名称
年間予防給
付管理件数

年間予防給
付管理件数

年間予防給
付管理件数

年間予防給
付管理件数

808件 920件 678件 656件

事務区分

会計年度
任用(h)

476 0 0 0

0 0 0 0

1,284 0 0 0

総事業費＋人件費

事業コード 240218

事務事業名 介護予防支援事業
担当課 福祉介護課

2,288

事業の取組状況

1,382

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

介護予防支援事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

実施方法 市が直接実施＋委託

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

・市内介護支援専門員及び介護保険事業所職員等を対象に、自立支援・重症化
予防を目的とした介護予防ケアマネジメント研修会を企画・実施し、自立支援
や重症化の改善につなげた。
・地域包括支援センターから居宅介護支援事業所へ委託する場合、介護予防ケ
アプラン作成の助言や指導、同行訪問等を実施し、居宅介護支援事業所の負担
や不安の軽減を図った。

5,471 5,172

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

② ②

会計区分 一般会計

第7期胎内市高齢者保健福祉課計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

3,085

事業の
目的・概要

　介護保険の要支援1・2の認定者が、悪化予防や自立に向けて適切
な介護保険サービスや総合事業サービスを効率的に安心して受ける
ことができるよう支援する。
※必要により居宅介護支援事業所へ委託可能

2,426 1,673 1,382

主な
実施内容

・要支援1・2の認定者や事業対象者への訪問や相談
・契約による支援計画の作成、モニタリング、給付管理等のケアマ
ネジメント

令和2年度 令和3年度

6,796 6,695

2,000

0

財源「その他」 内訳 介護予防支援報酬(1,382千円）

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

2,000

3,711

1,801

人件費（千円）

正(h) 1,800 2,300

2,426 1,673

4,269 3,798 3,790

0 0 0 0 0

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ 〇
達成度

評価の理由

高齢化率が上昇している中、成果指標である「利用者の1年間の介
護度の悪化率」を概ね達成することができたため。

事業の課題
 介護支援専門員や地域包括支援センター職員の自立支援・重症化予防に対す
る視点やアセスメントが不十分で、漫然と継続した介護サービスを利用してい
る場合も見受けられる。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

2,288

事業費の
主な支出内容

委託料(1,296千円）
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３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

△ ○ ○ ×
達成度

評価の理由

令和２年度コロナウイルス感染症流行防止のため、介護サービス提供施設
の訪問ができなかった。

事業の課題
コロナウイルス感染症の影響により施設への訪問が難しい状況にあるため、ど
のような形で利用者の不安や不満の声を聞き取ることができるか検討を進め
る。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

243

事業費の
主な支出内容

謝礼：0千円　消耗品費：30千円

200 182 19

1,034 1,058 792 17 721

1,967 2,033

96

287

財源「その他」 内訳 第１号被保険者介護保険料

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

10 100

199

389

人件費（千円）

正(h) 108 108

422 315

会計区分 介護保険事業特別会計

第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

胎内市介護相談員派遣事業実施要綱

法令による義務付け 任意 関連条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

1,768

事業の
目的・概要

介護サービス提供施設を訪問し、介護サービス等について苦情に至
る前に不安・不満等の話を聞き、利用者の疑問及び不安の解消を図
るとともに、派遣を受けた事業所等における介護サービスの質的向
上を目的に実施。

1,833 1,371 30

主な
実施内容

・介護保険事業所への訪問活動
・介護相談員と介護保険事業所との意見交換会
・介護相談員と介護支援専門員との意見交換会

令和2年度 令和3年度

実施方法 市が直接実施

高齢福祉
予算
科目

担当係 介護保険係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

0

令和元年度

例年、介護保険事業所との意見交換会を年２回開催しているが、より多くの介
護に関わる職員からの意見を聞くため、介護支援専門員との意見交換会を開催
した。介護支援専門員の意見を聞くことにより、介護事業所職員とは利用者に
対する考え方に違いがあることに気付き、より多くの職種からの意見を聞くこ
とで相談員のスキルアップとなった。

1,553 49

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

③ ③

事業コード 240253

事務事業名 介護相談員派遣事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

1,251

事業の取組状況

7

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 包括的支援事業・任意事業費

介護相談員派遣事業 任意事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

①253件
②57件

①193件
②54件

①186件
②51件

①0件
②0件

事務区分

総事業費／施設等訪問件数

会計年度
任用(h)

0 0 0 0 0

0 0 0 0

345 353 264 6

総事業費＋人件費

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

産
出
指
標

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

目標
①252件
②75件

①252件
②75件

①252件
②75件

①192件
②84件

①190件
②82件

実績

名称

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

①27.4％
②49％

実績
①22.5％

②35％

①93%
②80%

①30％
②50％

①91.3％
②98％

①0％
②0％

①0％
②0％

①30％
②50％

①30％
②50％

①44％
②50％

①43％
②50％

①27.9％
②40％

①75%
②70%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

コロナウイルス感染症拡大防止のため現状では施設への訪問が難しいため、介
護相談員のスキルアップ研修を開催し、訪問が再開できた際には、ニーズをよ
り的確に把握し、利用者と事業者の橋渡し役となって介護サービスの向上に寄
与できるよう取り組んでいく。

③
今後の方向性

令和2年度 令和3年度

6.9千円 9.5千円 7.3千円

平成29年度 平成30年度

②
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２
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一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

86.8% 90.8%

成
果
指
標

名称 利用実人数 利用実人数 利用実人数 利用実人数 利用実人数

目標 350人

104.9% 95.1%

233人

350人 305人 245人 245人

目標比

実績 304人 318人 320人

新規給付決
定人数

目標 100人 100人 100人 100人 100人

実績

名称
新規給付決
定人数

新規給付決
定人数

新規給付決
定人数

新規給付決
定人数

96人 113人 107人 103人

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

⑤ ③③ ③

給付方法の変更が利用者の利便性に効果があるか、正しく利用できているか確
認する。
助成券を交付する時期の事務量が増加するので、より効率的な事務処理方法を
検討する。

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

134 134 134

令和2年度 令和3年度

8,278 8,697 8,381 7,743

0 0

249 254 508

1,566 1,626 1,564 1,392 1,090

人件費（千円） 247

予算
科目

担当係 介護保険係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

任意事業費

会計区分 介護保険事業特別会計

第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業の取組状況

・紙おむつ等は、現物給付とし、対象者の希望に応じた物を給付
・１回あたり10,000円（月2,500円）に相当する額を限度とし、
４・８・１２月の年３回給付

達成度

事業の
目的・概要

　紙おむつを給付することにより、寝たきり老人等の生活を援助
し、また介護に当たる家族の身体的・精神的・経済的な負担等の軽
減を図り、在宅福祉の向上に寄与する。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

事業コード 240254

事務事業名 紙おむつ給付事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供

紙おむつ給付事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

・令和２年度から給付対象者の要件を改定（要綱変更）約60人支給廃止
・紙おむつの給付時期を配布業者の繁忙期からずらすために令和２年度のみ来
年度４～６月支給分を予算計上した。
・令和３年度から給付対象の要件と給付方法を変更
・給付対象要件を変更（国の基準と同様）
・所得要件を設定（本人非課税者のみ）
・戸別配達せずに助成券交付し登録店から自由に購入できるようにした。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

介護保険法

胎内市家族継続支援事業実施要綱 関連計画

実施方法 委託

268

総事業費（千円）

0 0

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

4,698 4,879 4,694 4,179 2,737

8,031 8,448 8,127 7,235 4,742

1,767 1,943 1,869 1,664 915

0

財源「その他」 内訳 第１号被保険者介護保険料

事業費の
主な支出内容

介護用品費　5,854千円
事務手数料　1,361千円

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ○ 〇
達成度

評価の理由

令和２年度から給付対象者の要件を改定し、約60人を給付廃止し
た。その影響により実給付人数は減少したが、給付時期をずらす調
整のため令和２年４月分～令和３年６月分までを令和２年事業費か
ら支出した。
目標としていた実利用人数は概ね達成した。

事業の課題
令和３年度は、給付方法を変更した初年度のためこのことによる効果や事務量
について見極める必要がある。
給付方法を変更したことによって委託費など事業費を削減することはできた
が、助成券を郵送する通信運搬費と事務量増加による人件費が増加している。
また、助成券交付事務や利用管理が煩雑になり事務が複雑化している。

利用側・店舗側ともに助成券が正しく利用できているか注視する必要がある。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
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⑤ ③
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事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ○ ○
達成度

評価の理由

　訪問型サービス利用者全体の悪化率は目標を下回ったが、達成率
が7割以上であること、また、短期集中コース終了者は全員が生活
機能維持若しくは改善することが出来たため、概ね達成と評価す
る。

事業の課題
・高齢化の進展に伴い、介護保険や介護予防・日常生活支援総合事業サービス
の需要が増大している。
・専門職が提供するまでもない生活支援サービスは住民が担えるよう、地域の
支え合い体制づくりの支援や生活支援の担い手育成が必要。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

7,447

事業費の
主な支出内容

委託料（960千円）
負担金補助及び交付金
（新潟県国民健康保険団体連合会 16,603千円）

668 703 701

4,108 6,148 6,427 6,570 7,035

7,032 17,065

370

4,314

財源「その他」 内訳
第1号介護保険料(3,979千円）、第2号介護保険料（4,730千
円）、利用料（83千円）

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

370

663

1,464

人件費（千円）

正(h) 360 360

8,199 8,569

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

6,369

事業の
目的・概要

 要支援1,2及び事業対象者を対象に、日常生活上の支援や機能訓
練、閉じこもり予防や自立支援や生活行為の改善に向けたサービス
を自宅へ訪問し実施する。

16,397 17,139 17,605

主な
実施内容

・国基準訪問型サービス
・基準緩和型訪問型サービス
・専門職による短期集中訪問型サービス

令和2年度 令和3年度

実施方法 市が直接実施＋委託＋補助・負担

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

・高齢者人口が増加していることから、市内の介護支援専門員や介護保険事業
所職員等を対象に、自立支援や重症化予防の視点でのケアマネジメントが実施
できるよう、研修会や事業所へ出向いた事例検討会等を実施した。
・平成30年度から、医療専門職による短期集中サービスを開始。ケアマネジメ
ントを担う地域包括支援センター職員や介護支援専門員に事業の周知を行っ
た。

17,842 18,306

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

③ ③

事業コード 240261

事務事業名
介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

担当課 福祉介護課

18,796

事業の取組状況

8,792

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型サービス） サービス事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

参加実人数

43人 76人 113人 107人

事務区分

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

797 2,050 2,143 2,243

総事業費＋人件費

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

産
出
指
標

参加実人数

目標 70人 80人 80人 80人 80人

実績

名称 参加実人数 参加実人数 参加実人数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

①23.2％
②80％

実績
①14％

②対象者な
し

①94.6%
②111.1％

①22％
②90％

①99.1%
②88.9％

①76.0%
②111.1％

①26.3％
②100％

①21％
②90％

①23.0%
②90%

①20%
②90%

①20%
②90%

①22.2％
②100％

①―
②―

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

　生活機能低下を来たした高齢者に対して、早期に適切なサービスに繋げるた
め、介護予防把握事業や包括的支援事業の総合相談と連動して実施していく。
 また、高齢者の社会参加促進や介護給付費抑制のため、専門職が提供するま
でもない生活支援サービスは住民が担えるよう、地域の支え合い体制づくりの
支援や生活支援の担い手育成を行っていく。

③
今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

③



大 24 款 04

中 02 項 01

小 62 目 02

○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業年度 令和２年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

1,554 1,584 1,327

32,395 32,148 29,695 33,353

18,849 33,949

要支援1.2及び事業対象者を対象に、日常生活上の支援や機能訓
練、高齢者の閉じこもり予防や自立支援に資する活動生活行為の改
善に向けたサービスを実施する。

会計年度
任用(h)

288 300 300

0 0 0 0

事業コード 240262

事務事業名
介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス） サービス事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

主な
実施内容

・国基準通所型サービスの実施
・基準緩和型通所型サービスの実施
・専門職による短期集中予防通所型サービスの実施
・住民主体の通いの場を実施する団体への補助金交付

令和2年度 令和3年度

11,176 12,148

0

13,737

総事業費＋人件費

正(h) 696 700 700 700

1,522

3,985

人件費（千円）

33,732 31,022

7,457

16,198 16,074 15,100

0

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

①―
②102％

①―
②107.4％

成
果
指
標

名称

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

目標
①22％
②90％

①60.4%
②111.1％

①66.3%
②111.1％

①30.17％
②100％

①21％
②90％

①20%
②90%

①20%
②90%

①20%
②90%

①17.6％
②96.7％

令和2年度 令和3年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋補助・負担

休廃止

目標比

①33.1％
②100％

実績
①11％
②92％

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

180人 233人 185人

産
出
指
標

参加実人数

改革の実施状況（平成29年度～）

・高齢者人口が増加していることから、市内の介護支援専門員や介護保険事業
所職員等を対象に、自立支援や重症化予防の視点でのケアマネジメントが実施
できるよう、研修会や事業所へ出向いた事例検討会等を実施した。
・介護予防効果を高めるために、短期集中予防通所型サービス「すこやか教
室」の実施方法について随時事業従事者で検討を行い、改善を図った。
・「住民主体の通いの場」を実施する地域に対して補助金を交付し、活動の継
続支援を行い、事業対象者から通いの場へ移行できるようにした。
・介護予防活動推進と生活支援の担い手を育成する目的として、研修会等を開
催した。

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

2,166 4,049 4,019 3,713

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

12,055 10,882 12,159

17,327

令和3年度

財源「その他」 内訳
第１号保険料(6,589千円）、第2号保険料（7,835千円）、利用料
（676千円）

事業費の
主な支出内容

報償費（1,541千円）、委託料（1,280千円）
負担金補助及び交付金
（新潟県国民健康保険団体連合会 25,455千円）

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 215人 215人 120人 180人 180人

実績

名称 参加実人数 参加実人数 参加実人数 参加実人数

178人

③ ③

指標値の状況

③ ③
今後の方向性

　
・生活機能低下を来たした高齢者に対して、早期に適切なサービスに繋げるた
め、介護予防把握事業や包括的支援事業の総合相談と連動して実施していく。
 ・高齢者が日々介護予防の実践に取り組める環境が各地域において十分に整
備されていないことから、短期集中予防サービス利用により改善を果たして
も、サービス終了後に再び低下してしまう可能性がある。今後は、生活支援体
制整備事業と連携し、地域資源を活用しながら地域における介護予防の取組や
体制づくりを進めて行く必要がある。
・専門職が提供するまでもないサービスはボランティアが担えるよう、担い手
育成を行っていく。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ○ ○
達成度

評価の理由

通所型サービス利用者全体の悪化率は目標を下回ったが、達成率が
約７割であったこと、また、短期集中コース終了者は全員が生活機
能維持若しくは改善することができたことから概ね達成と評価す
る。

事業の課題
・高齢化の進展に伴い、介護保険や日常生活支援総合事業サービスの需要が増
大している。
・地域で集える場を作ることで、専門職が提供するまでもない生活支援サービ
スを住民主体で担えるよう、地域の支え合い体制づくりの支援や生活支援の担
い手育成が必要。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
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小 63 目 03

○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

成果指標である要介護認定率が目標を達成したため。

事業の課題
・地域包括支援センター職員や介護支援専門員の資質の平準化を図り、適切な
アセスメントを行い、自立支援・重症化予防の視点を持った支援が行えるよう
にする必要がある。
・業務委託を受ける居宅介護支援事業所により、訪問頻度や関わり、支援方法
等で差があることから、どの居宅介護支援事業所でも同一の対応でできるため
の仕組みづくりを検討する必要がある。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

2,040

事業費の
主な支出内容

委託料（4360千円）

0 0 0

1,524 1,936 1,810 1,635 1,935

2,362 5,162

0

1,187

財源「その他」 内訳 第１号保険料（1,003千円）、第２号保険料（1,177千円）

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

0

0

543

人件費（千円）

正(h) 0 0

2,581 2,414

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

2,362

事業の
目的・概要

要支援1.2認定者及び事業対象者に対して、一般介護予防事業や総
合事業サービス、民間企業による生活支援サービスも含め、要支援
者等の状況に合った適切なサービスが包括的かつ効率的に提供され
るよう必要な援助を行う。

5,162 4,828 4,360

主な
実施内容

要支援認定者及び事業対象者を対象とした訪問や相談、契約による
支援計画の作成、モニタリング、給付管理等のケアマネジメント

令和2年度 令和3年度

実施方法 市が直接実施＋委託

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

・介護相談の段階より、適切なアセスメントを行い介護保険か日常生活支援総
合事業の認定が適切かの選別をすることで、高齢化が進展している中でも介護
保険の認定率を低下させることができた。
・地域包括支援センター職員、介護保険事業所職員を対象に、自立支援・重症
化予防を目的とした介護予防ケアマネジメント研修会を企画・実施し、自立支
援や重症化予防に繋げた。
・地域包括支援センターから居宅介護支援事業所へ介護予防ケアプラン作成の
助言や指導、同行訪問等を実施し、業務委託を促進することができた。

4,828 4,360

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

② ②

事業コード 240263

事務事業名
介護予防ケアマネジメント事業〔介護保険事業特別会
計〕

担当課 福祉介護課

5,162

事業の取組状況

2,180

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防ケアマネジメント事業 介護予防ケアマネジメント事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

年間介護予
防ケアマネ
ジメント給
付管理数

882件 919件 677件 656件

事務区分

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

295 645 604 545

総事業費＋人件費

要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称
要介護認定
率

要介護認定
率

産
出
指
標

年間介護予
防ケアマネ
ジメント給
付管理数

目標 790件 1,400件 1,000件 1,200件 1,300件

実績

名称

年間予防給
付管理件数
（ケアマネ
ジメントⅠ
含む）

年間予防給
付管理件数
（ケアマネ
ジメントⅠ
含む）

年間介護予
防ケアマネ
ジメント給
付管理数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

17.90%実績 19.78%

-

18.70%

- -

18.25%

18.50% 18.30% 19.10% 19.50%

18.09%

-

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

 高齢化の進展に伴い、介護保険や日常生活支援総合事業サービスを希望する
高齢者が増えることが予測されるため、介護支援専門員や地域包括支援セン
ター職員が、常に自立支援の視点を持ち、状況に応じたケアプランの作成や変
更が行えるよう、研修会等を通じた支援を行い資質の向上を図る。
　併せて、高齢者自身にも介護予防の重要性を理解してもらえるように、啓発
活動に努めて行く。

②
今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

②
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今後の方向性

　近隣市町と比較し、成年後見制度利用促進が進んでいない状況にある。まず
は、高齢者や障がい者の支援に関わる専門職が成年後見制度に関して知識を深
める必要がある。関わる専門職の資質が向上することにより、成年後見制度利
用対象者が把握され、本事業利用につながることが予想される。
　令和元年度より、市内事業所の高齢部門と障がい部門の社会福祉士を中心に
ワーキンググループを立ち上げ、専門職のスキルアップに取り組んでいる。研
修会等を重ね、一度興味が低下してしまった専門職に、もう一度事業に興味関
心を持ってもらえるよう働きかけていきたい。
　このことにより、支援が必要な方の権利が擁護され、自らが希望する自立し
た日常生活が営めるようになることが期待される。また、金銭管理ができない
ために滞納していた者が、制度を利用することで適切に支払いを行える等の効
果も期待される。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

△
達成度

評価の理由

　成果指標である「コアメンバーが関わる具体的な成年後見制度利
用に関する相談支援」の実績は無かったが、地域包括支援センター
への成年後見制度に関する相談が目標を上回っており、権利擁護の
観点から有効であったと評価する。

事業の課題
利用促進のためにワーキンググループを設置したが、令和２年度は新型コロナ
感染症の影響もあり主だった活動ができなかった。この間に高齢者や障がい者
の支援に関わる専門職の事業に対する興味関心が低下してしまった。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

令和3年度予算
講師謝礼134千円

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 12件 13件

実績

名称
成年後見制
度の相談実
件数

②

指標値の状況

改革の実施状況（平成29年度～）

・令和元年度より、福祉介護課、地域包括支援センター中条愛広苑、障がい者
基幹相談支援センターたいないによる成年後見利用促進ワーキンググループを
立ち上げ、併せて、胎内市地域包括支援センターみらいと地域包括支援セン
ター中条愛広苑を成年後見機能強化型地域包括支援センターとした。
・令和２年４月「胎内市成年後見制度利用促進計画」策定。

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

0 0 0 0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

0 0 0

0

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

休廃止

目標比

実績

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

25件

産
出
指
標

成年後見制
度の相談実
件数

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

成
果
指
標

名称

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

目標

0.0%

0件

2件 3件

令和2年度 令和3年度

総事業費＋人件費

正(h) 0 0 0 25

0

0

人件費（千円）

0 47

134

0 0 0

0

主な
実施内容

利用促進のためにコアメンバーを設置し、成年後見申立等の支援者
に対する後方支援を実施。

令和2年度 令和3年度

0 0

0

0

事業コード 240310

事務事業名 成年後見制度利用支援事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 社会福祉費

成年後見制度利用支援事業(介護保険事業特別会計） 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0 47

0 0 0 134

0 0

胎内市における成年後見制度の利用が促進されるよう、体制整備を
行う。

会計年度
任用(h)

0 0 0

0 0 0 0

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

第3期胎内市地域福祉計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

民法、成年後見制度の利用の促進に関する法律、老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

法令による義務付け 努力義務 関連条例 胎内市成年後見制度利用支援事業実施要綱 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要
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○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

0.0% 100.0%

成
果
指
標

名称

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

目標 ３件

0.0% 0.0%

0件

４件 ５件 ２件 ３件

目標比

実績 ０件 ４件 0件

成年後見制
度の相談実
件数

目標 ６件 ８件 10件 12件 13件

実績

名称
成年後見制
度の相談実
件数

成年後見制
度の相談実
件数

成年後見制
度の相談実
件数

成年後見制
度の相談実
件数

14件 12件 19件 25件

産
出
指
標

③ ③ ①
今後の方向性

　近隣市町と比較し、成年後見制度利用促進が進んでいない状況にある。まず
は、高齢者や障がい者の支援に関わる専門職が成年後見制度に関して知識を深
める必要がある。関わる専門職の資質が向上することにより、成年後見制度利
用対象者が把握され、本事業利用につながることが予想される。
　令和元年度より、市内事業所の高齢部門と障がい部門の社会福祉士を中心に
ワーキンググループを立ち上げ、専門職のスキルアップに取り組んでいる他、
今後は胎内市の現状に即した実施要綱の改正を検討し、当制度が利用しやすい
環境を整えていく。実施要綱の改正により、助成対象者が増え予算措置が必要
になると考えられる。このことにより支援が必要な方の権利が擁護され、自ら
が希望する自立した日常生活が営めるようになることが期待されるため、拡大
の方向で取組んでいきたいと考える。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

単
位
コ
ス
ト

25

総事業費＋人件費

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

26 97

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

14 52 30

令和2年度 令和3年度

26 140 57 47

実施方法 市が直接実施

人件費（千円）

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

地域支援事業費

包括的支援事業費・任意事業費

任意事業費

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業の取組状況

・成年後見審判申立ての支援
・申立て費用の助成措置
・成年後見人等への報酬の助成

達成度

事業の
目的・概要

主な
実施内容

事業コード 240311

事務事業名 成年後見制度利用支援事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備

成年後見制度利用支援事業(介護保険事業特別会計）

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

民法、成年後見制度の利用の促進に関する法律、老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

胎内市成年後見制度利用支援事業実施要綱 関連計画

身寄りがない認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者に対する
成年後見制度の利用を支援し、その有する能力を活用し、自らが希
望する自立した日常生活が営めるようにする。

事業
コード

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 努力義務 関連条例

平成30年度平成29年度

改革の実施状況（平成29年度～）

・令和元年度より、福祉介護課、地域包括支援センター中条愛広苑、障害者相
談支援事業所による成年後見利用促進ワーキンググループを立ち上げ、併せ
て、胎内市地域包括支援センターみらいと地域包括支援センター中条愛広苑を
成年後見機能強化型地域包括支援センターとした。
・令和２年４月「胎内市成年後見制度利用促進計画」策定。

43 0 97

総事業費（千円）

0 84

0

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 244

0 43 0 0 425

正(h)

57 47

0

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

算出方法

実績

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

令和3年度予算
負担金補助及び交付金336千円（成年後見制度利用者補助金）

達成度
〇 ◎ 〇 △

評価の理由

　成果指標である「コアメンバーが関わる具体的な成年後見制度利
用に関する相談支援」の実績は無かったが、地域包括支援センター
への成年後見制度に関する相談件数が目標を上回っており、権利擁
護の観点から有効であったと評価する。

事業の課題
報酬助成の対象者は現在、市長申立てを行った者に限るとなってが、近隣市町
村はその条件を撤廃しているところが多く、近隣市町村と比べて権利擁護支援
の質が低い状況となっている。
※報酬助成対象者の条件を撤廃していない県内市町村：６市町村（うち、市で
は胎内市のみ）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

③
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○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債
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一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

○

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業年度 令和２年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和3年度平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成度

平成29年度

事務区分

事業の
目的・概要

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

984 1,006 182

3,350 1,762 1,651 1,799

2,631 4,334

地域の高齢者の社会参加を促し、生活機能を維持していくために、
身近な地域において多様な人材と活動拠点の活用を図る。

健伸館利用者一人当たり事業費
　総事業費/健伸館利用者数

会計年度
任用(h)

118 120 150

0 0 0 0

事業コード 240320

事務事業名
介護予防・生活支援拠点管理事業〔介護保険事業特別
会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 一般介護予防事業費

介護予防・生活支援拠点管理事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

主な
実施内容

・介護予防・生活支援拠点施設「健伸館」の管理、運営。
・「通いの場けんのびかん」「すこやか築地教室」「築地うさぎの
会」「介護予防型ミニデイサービス」等教室実施。
・生活支援ボランティア健伸びサポート隊による弁当配達の活動拠
点

令和2年度 令和3年度

622 1,256

0

713

総事業費＋人件費

正(h) 528 530 530 96

972

830

人件費（千円）

2,768 1,833

413

1,675 881 825

48

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

39.4% 145.0%

成
果
指
標

名称
年間延べ利
用者数

年間延利用
者数

年間延利用
者数

年間延利用
者数

年間延利用
者数

目標 7,800人

184.5% 80.0%

3,600人

2,500人 3,050人 4,500人 4,500人

3,649人

令和2年度 令和3年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

休廃止

目標比

5,626人実績 3,071人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

240日 238日 241日

産
出
指
標

開館日数

改革の実施状況（平成29年度～）

　市報及び「けんのび通信」での紹介や市民協働によるイベント等を実施し、新規利用
者の増加や既参加者の利用継続に繋がるように努めている。
【H29】
・住民への働きかけにより、生活支援を担う市民ボランティア「健伸びサポート隊」が
健伸館を活動拠点として活動を行っている。
・生活支援コーディネーターが常駐することで、地域の課題把握や住民の相談対応を行
う場としても活用されている。
【H31年4月】
・生活支援としてお弁当配達部門を立ち上げ、居宅要支援者等の弁当配達を通して、声
かけ見守り支援活動を243日/年間実施
【R2】
・地方創生臨時交付金により仮設大型テントを購入し、３密を回避できる屋外での介護
予防活動に対応。

令和2年度 令和3年度

537円 988円 313円

平成29年度 平成30年度

207 419 221 207

平成29年度 平成30年度 令和元年度

459円

令和元年度

660 619 673

1,659

令和3年度

財源「その他」 内訳 第1号保険料(380千円）、第2号保険料（445千円）

事業費の
主な支出内容

需用費（1,024千円）、役務費（349千円）、委託料（264千円）

二次評価委員会所見

課題解決に向けた今後の取組

目標 250回 241日 241日 241日 241日

実績

名称 教室等開催 開館日数 開館日数 開館日数

352回

③ ③

指標値の状況

③ ③
今後の方向性

 築地地区以外からも多くの市民が訪れ、介護予防事業に留まらず多様な場面
で活用されている。
　今後も、情報発信や感染症対策を講じ、市民ボランティアと共に健伸館の特
色を活かしたイベントを実施する等、市民に馴染みのある施設となるよう取り
組んでいくとともに、地域課題の把握や新たな社会資源創出の場としての活用
も図っていく。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ◎ ◎ 〇
達成度

評価の理由

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、5月17日まで教室等の
健伸館活動を休止していたが、感染対策を講じながら活動を再開し
ており、成果指標である「年間延利用者数」を概ね達成したため。

事業の課題
・コロナ禍での、継続した市民協働での介護予防とボランティア活動の推進方
法。
・健伸館での活動を通じた地域課題の抽出と必要な生活支援の取組。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
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⑤ ③

⑥

⑦

財源「その他」 内訳 第１号保険料（10,225千円）

事業費の
主な支出内容

職員手当等（249千円）、委託料（41,883千円）
使用料及び賃借料(1,709千円)

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ○ ○ ○
達成度

評価の理由

・高齢者人口が増えている中、相談支援延人数及び介護保険サービ
ス利用者に占める在宅サービス利用者の割合が目標を僅かに達成で
きなかったため。

事業の課題
・介護支援専門員の資質に差があることから、平準化を図れるよう地域包括支
援センター職員が同行訪問や指導する仕組み作りが必要となっている。
・介護支援専門員が、他専門職連携によるアセスメントやサービス調整が行え
ていない事例が見られる。
・地域包括支援センターや介護支援専門員等による地域課題の把握が不十分
で、地域づくりに反映されていない。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

24,908 23,931 25,216 25,675 30,765

38,617 41,439 43,665 44,459 53,274

8,882 9,531 10,042 10,225 10,256

0

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

・高齢者等が自宅での生活が続けられるよう、地域包括支援センター及び居宅
介護支援事業所職員等を対象に研修会を開催して質の向上を図った。
・地域包括支援センターの職員が介護支援専門員への支援、困難事例への指
導・助言を行った。
・地域課題を地域づくりに結び付けていけるよう、研修会を通じ他職種の専門
職との連携強化に努めた。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

介護保険法

胎内市介護保険条例 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

300

総事業費（千円）

0 0

事業コード 240321

事務事業名 包括的支援事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備

包括的支援事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

包括的支援事業費

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業の取組状況

総合相談、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント

達成度

事業の
目的・概要

多職種協働による地域包括支援ネットワークを構築し、地域の高齢
者等が必要な住宅サービスや社会資源を利用しながら、安心して住
み慣れた地域で生活が継続できるよう支援する。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

0 0

557 570 569

4,827 7,977 8,407 8,559 12,253

人件費（千円） 552

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

300 300 300

令和2年度 令和3年度

39,169 41,996 44,235 45,028

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

　
　個別の相談対応や介護支援専門員の資質向上を図るものの、各地域における
課題の抽出や整理、それを踏まえた新たな生活支援や社会資源の創出には至っ
ていないため、今後も引き続き地域包括支援センターで行う総合相談や「福祉
まるごと相談窓口」における相談対応の過程を通して地域課題の把握に努め、
研修会等で職員や関係機関・関係者の資質向上を更に図り、明らかとなった地
域課題は生活支援体制整備事業等と連携しながら検討していく。
　
　

65.96%

相談支援を
実施した市
民の延人数

目標 9,600人 9,700人 9,000人 12,500人 12,500人

実績

名称

相談支援を
実施した市
民の延べ人
数

相談支援を
実施した市
民の延べ人
数

相談支援を
実施した市
民の延人数

相談支援を
実施した市
民の延人数

8,984人 9,789人 10,550人 11,453人

104.50% 99.00%

成
果
指
標

名称

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

目標 67.20%

97.3% 94.8%

64.29

67.50% 67.80% 67.80% 68.00%

目標比

実績 70.24% 66.84%

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大
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　 ○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

71.8% 94.0%

成
果
指
標

名称

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

目標 650人

80.5% 35.1%

228人

660人 670人 650人 650人

目標比

実績 467人 622人 540人

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

目標 25回 26回 21回 20回 20回

実績

名称

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

18回 21回 20回 10回

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

② ②② ②

　認知症の人やその家族が、住み慣れた地域でその人らしい生活を続けていく
ためには、地域の理解・見守りが必要であり、日常生活の中で認知症の人をさ
りげなく見守り支える地域づくりを目指す必要がある。
　 今後も、市民や関係者・関係機関が正しく認知症について理解し、認知症
の人を支える地域づくりが促進されるよう、認知症サポーター養成講座や街あ
るき見守り声かけ模擬訓練に継続して取り組み、認知症高齢者が行方不明に
なったときに住民等が関心を持ち、捜索に協力できるような地域づくり目指し
ていく。

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

350 350 350

令和2年度 令和3年度

3,191 3,445 3,471 3,560

0 0

650 665 569

319 538 541 577 764

人件費（千円） 644

予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

任意事業費

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業の取組状況

・認知症サポーター養成講座、フォローアップ講座
・街あるき声かけ見守り模擬訓練（認知症徘徊模擬訓練）

達成度

事業の
目的・概要

　地域における認知症高齢者の見守り体制を構築する。対象は、市
民・介護保険事業所等認知症ケアに携わる専門職。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

事業コード 240322

事務事業名 認知症高齢者見守り事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備

認知症高齢者見守り事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

・認知症見守り講演会、街あるき声かけ見守り模擬訓練（認知症徘徊模擬訓
練）を実施し、認知症高齢者の見守り体制への住民参加の意識を高め、多職種
の連携促進に努めた。
・認知症サポーター養成講座受講者で構成される「認知症サポーターオレンジ
の会」と共に、養成講座や認知症カフェを開催した。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

介護保険法

胎内市認知症総合支援事業実施要綱 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

300

総事業費（千円）

0 0

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1,642 1,614 1,620 1,727 1,920

2,547 2,795 2,806 2,991 3,325

586 643 645 687 641

0

財源「その他」 内訳 第1号保険料(687千円）

事業費の
主な支出内容

職員手当等（279千円）、需用費（135千円）、委託料（2,548千
円）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○ ○ ×
達成度

評価の理由

認知症サポーター養成講座を地域・学校・職域等さまざまな団体に
対して開催。コロナ禍だったため、集まって受講する講座の開催が
難しかった。

事業の課題
 高齢者の増加に伴い認知症になる方も増加傾向にあり、地域からの認知症に
関する相談が多くなってきている。
　様々な方法で認知症の理解を深め、見守り体制を構築のための取り組みを実
施していく必要がある。また、委託している認知症地域支援推進員が認知症に
関する取組全体を把握し、コーディネートができるような体制づくりが必要で
ある。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度



大 24 款 04

中 03 項 03

小 23 目 05

　 ○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革の実施状況（平成29年度～）

・講演会で認知症初期集中支援チームの周知を行い、利用促進を図った。
・認知症相談会を実施し、認知症の早期診断・早期対応に繋げた。
・認知症地域支援推進員と共に、研修会や認知症カフェの運営、地域共生型認
知症ケアパスの作成を通じて地域の多様な支援機関との連携強化に努めた。
・令和２年度より、認知症当事者の声を事業に反映させるチームオレンジプラ
スたいないの活動を開始し、認知症になっても主体的に活動ができるような支
援の方法について検討を行った。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業年度 令和２年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市認知症総合支援事業実施要綱・胎内市認知症初期集中支援チーム設置要綱 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

事業の取組状況

・認知症初期集中支援事業
・認知症相談会・講演会・研修会
・認知症地域支援推進員の配置
・虹色カフェ等
・チームオレンジプラスたいないの活動開始

達成度

事業の
目的・概要

　認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ
う、認知症本人や家族の在宅生活を支えるための仕組みづくりを目
的に各種事業を行う。
　認知症地域支援推進員を設置し、医療と介護の連携強化や地域に
おける支援体制の構築をはかる。認知症の早期診断・早期対応のた
めに、認知症初期集中支援チームを設置し、初期の支援を包括的・
集中的に行う。

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業コード 240323

事務事業名 認知症総合支援事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業・任意事業費

認知症総合支援事業 認知症総合支援事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

3,037 5,507 5,212 4,886 5,095

4,709 9,537 9,026 8,462 8,825総事業費（千円）

主な
実施内容

2,075 1,946 1,701

0 0 0 0 0

921 928 1,329 1,421

589 1,836 1,739 1,630 2,029

750

1,083 2,194

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

5,630 10,465 10,355 9,883

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

500 500 700

総事業費＋人件費

正(h)

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

② ②② ②

 高齢化の伸展に伴い、地域における認知症の人の数は今後も増加していくこ
とが予想される。
　認知症の人やその家族が、住み慣れた地域でその人らしい生活を続けていく
ためには、地域の理解が必要である。そのために、認知症ケア専門士でもある
認知症地域支援推進員とともに施策を進め、より多くの専門職や市民が認知症
について学び合う機会を提供する。
　また、認知症初期集中支援チームにより、専門医や介護保険サービスにつな
がっていない方に対して早期の支援ができるように努めていく。

今後の方向性

令和3年度

12人

認知症対応
研修受講者
延人数

目標 80人 90人 100人 460人 470人

実績

名称
認知症対応
研修受講者
延人数

認知症対応
研修受講者
延人数

認知症対応
研修受講者
延人数

認知症対応
研修受講者
延人数

282人 450人 419人 385人

94.0% 87.0%

成
果
指
標

名称

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

目標 15人

80.0% 80.0%

12人

15人 15人 15人 15人

目標比

実績 14人 13人

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

ボランティアが活動する事業について、事業の
内容を整理し、事業の進め方など見直しを検討
する。

財源「その他」 内訳 第1号保険料（1,946千円）

事業費の
主な支出内容

職員手当等（319千円）、需用費（193千円）、委託料（7,830千
円）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

△ △ △ △
達成度

評価の理由

　認知症初期集中支援チームや認知症地域支援相談員への相談にま
で至らず、地域包括支援センターの総合相談業務で対応している場
合もあり、目標値に至らなかった。支援内容により適切に認知症初
期集中支援チーム等へ繋げ、連携を図っている。

事業の課題
　認知症地域支援推進員を医療法人や介護保険事業所に委託しているが、事業
の運営は市の事業担当者が行っている状況にある。認知症地域支援推進が認知
症に関する取組全体を把握し、コーディネートができるような体制にすること
で、事業の効率化が図られると考える。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
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コスト投入の方向性

維持

縮小
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今後の方向性

成
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縮
小

維
持

拡
大

100.0% 100.0%

成
果
指
標

名称
基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

目標 100%

100.0% 100.0%

100.0%

100% 100% 100% 100%

目標比

実績 100.0% 100.0% 100.0%

基本チェッ
クリスト実
施者数

目標 100人 110人 120人 120人 120人

実績

名称
基本チェッ
クリスト実
施者数

基本チェッ
クリスト実
施者数

基本チェッ
クリスト実
施者数

基本チェッ
クリスト実
施者数

113人 103人 190人 183人

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

　身体機能の低下等により社会との関わりが少なくなっている、いわゆる閉じ
こもり傾向の高齢者を早期に把握し、適切な支援に繋げることは、重症化予防
の観点からも重要なことである。
　今後も、地域における多様な情報提供ルート（地区担当保健師、介護支援専
門員、医療機関、民生委員、地区住民、地域包括支援センターの総合相談業務
等）から、生活機能の低下が疑われる事業対象者を基本チェックリストを活用
して把握し、地域包括支援センターと市民との顔の見える関係づくりを目指し
ていく。

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

200 200 200

令和2年度 令和3年度

672 570 474 518

0 0

371 380 379

38 25 12 18 40

人件費（千円） 368

予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業の取組状況

・訪問等による事業対象者等の把握

達成度

事業の
目的・概要

　地域の実情に応じた様々な把握ルートにより、効果的かつ効率的
に収集した情報等を活用し、閉じこもり等の何かしらの支援を要す
る者を早期に把握し、介護予防活動へつなげ、介護予防の取り組み
を推進し、高齢者の生活機能の悪化を防ぐ。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

事業コード 240324

事務事業名 介護予防把握事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備

介護予防把握事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

・医療機関や民生委員・地域の役員等との連携を密にし、支援を必要とする高
齢者の把握に努めた。
・令和２年度に「胎内市版フレイルチェック票」を作成。地域に赴いた際に実
施し、生活機能の低下が見られる高齢者の把握に努めた。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

介護保険法

胎内市介護保険条例 関連計画

実施方法 市が直接実施

200

総事業費（千円）

0 0

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

196 74 35 52 66

304 199 94 139 177

70 100 47 69 71

0

財源「その他」 内訳 第1号保険料(32千円）、第２号保険料（37千円）

事業費の
主な支出内容

需用費（110千円）、役務費（29千円）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ○ ◎ ◎
達成度

評価の理由

地域包括支援センターの様々な相談ルートにより把握に努め、成果
指標の目標値を上回ったため達成と評価する。

事業の課題
　地域包括支援センター職員が、日常業務の中で必要な方に基本チェックリス
トを実施し、事業対象者を把握に努めているが、生活機能の低下を来している
すべての高齢者を把握することができていない。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
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○

１ ４

５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

178.0% -

成
果
指
標

名称
利用者の身
体的機能維
持・向上率

要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

目標 50.00%

- -

18.25%

18.50% 18.30% 19.10% 19.50%

目標比

実績 89.00% 18.09% 17.93%

市の介護予
防事業に従
事したリハ
職延人数

目標 1事業所 2人 2人 400人 400人

実績

名称

理学療法を
活用した支
援体制の構
築

リハビリ専
門職配置数

リハビリ専
門職配置数

市の介護予
防事業に従
事したリハ
職延人数

1事業所 2人 2人 390人 

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

　リハビリテーション専門職としての能力を活かした効果的な関わり方ができ
ているため、現在の取り組みを継続実施していく。市内のリハビリテーション
専門職や介護支援専門員、地域包括支援センター職員との連携推進を図り、高
齢者の自立支援に向けた取組を推進していく。

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

34 34 34

令和2年度 令和3年度

6,694 8,693 9,037 8,719

0 0

63 65 64

829 1,079 1,122 1,083 2,144

人件費（千円） 63

予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業の取組状況

理学療法士（リハビリ専門職）による介護予防の取組を総合的に支
援する活動。
・訪問、通所サービス従事
・地域ケア会議への参画
・住民運営の通いの場への支援活動等

達成度

事業の
目的・概要

　介護保険法の改正により、定められた新規事業。市では、平成29
年４月から事業開始。
　実施内容は、訪問、通所等による理学療法的支援及び地域ケア会
議への参画、地域活動の支援等。実施方法は、市内の介護事業所に
委託し、理学療法士２名を配置する。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

事業コード 240325

事務事業名
地域リハビリテーション活動支援事業〔介護保険事業
特別会計〕

担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備

地域リハビリテーション活動支援事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

　理学療法士の積極的な活用により、効果的な介護予防の取組を実施すること
ができた。また、地域包括支援センターや介護支援専門員と連携し、リハビリ
テーションの見地から高齢者や介護保険事業所等に対して助言を行うことで、
自立支援に向けたケアプラン作成や適切なサービス利用に繋げることができ
た。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

介護保険法

胎内市介護保険条例 関連計画

実施方法 委託

34

総事業費（千円）

0 0

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

4,277 3,236 3,364 3,245 3,495

6,631 8,630 8,972 8,655 9,323

1,525 4,315 4,486 4,327 3,684

0

財源「その他」 内訳 第１号保険料(1,990千円）、第２号保険料（2,337千円）

事業費の
主な支出内容

委託料（8,655千円）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

成果指標である要介護認定率を達成したため。

事業の課題
　高齢者の自立支援の観点から、リハビリテーション専門職に求められる業務
内容・業務量は今後増大することが予測される。
　市内介護保険事業所等に従事しているリハビリテーション専門職とも連携を
図り、地域ケア会議への参画等、市で実施している事業への協力を得ていく必
要がある。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
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７
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⑥

⑦

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

住民運営による介護予防のための「通いの場」及び生活サポート団
体が各地に創出され、目標値を上回った。

事業の課題
　自治会やボランティア組織による住民の支え活動が増加している一方、支援
が必要な高齢者にサービスが行き届いていない部分もある。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

1,626

事業費の
主な支出内容

報酬（2,238千円）、委託料（4,867千円）、職員手当等（444千
円）

226 190 161

3,688 3,355 5,123 4,718 4,849

5,882 6,036

100

1,931

財源「その他」 内訳 第１号保険料(1,879千円）

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

85

164

1,315

人件費（千円）

正(h) 89 122

1,337 2,040

会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

5,718

事業の
目的・概要

　高齢者の生活を支えるために、生活支援・介護予防サービス提供
体制の整備を行う。地域の実情に合わせた生活支援サービスを創出
する。生活支援の担い手の養成・発掘等の社会資源の開発やネット
ワーク化を行う。

5,810 8,872 8,171

主な
実施内容

・生活支援コーディネーターの配置
・資源開発、ネットワークの構築等生活支援体制整備
・協議体を設置しての多様な主体との定期的な情報共有及び連携と
協働

令和2年度 令和3年度

実施方法 市が直接実施＋委託

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

【H29】
・生活支援コーディネーターを中心に、地域に不足している生活支援サービス
について協議体などで協議し、社会資源の把握及び整理を行い、社会資源マッ
プを作成
・協議体（介護予防プロジェクト）にて、高齢者を支える地域の支え合い体制
づくりの検討会を実施
【H30】
・ボランティア活動に関心のある住民に対してアプローチを行い、生活支援ボ
ランティアを募る
【H31年4月～】
・生活支援を担う市民ボランティア「健伸びサポート隊」の弁当配達部門を立
ち上げ、居宅要支援者等の食支援と見守り声かけ支援活動に取り組んでいる。
月1回の調整会議を実施している。

9,062 8,332

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

① ①

事業コード 240326

事務事業名 生活支援体制整備事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

8,406

事業の取組状況

1,879

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業・任意事業費

生活支援体制整備事業 生活支援体制整備事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

4回 5人 6人 5人

事務区分

会計年度
任用(h)

0 0 100 960

0 0 0 0

715 1,118 1,709 1,574

総事業費＋人件費

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

産
出
指
標

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

目標 16回 5人 6人 6人 6人

実績

名称
協議体によ
る体制整備
検討会数

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

40か所実績 18か所

206.7%

3か所

173.9% 161.5%

42か所

15か所 23か所 26か所 29か所

31か所

600.0%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

　
・高齢者と生活支援サービスのマッチング等、様々な地域活動のコーディネー
ト機能を担う生活支援コーディネーターの配置
・介護予防プロジェクトにおいて、多様な主体との情報共有及び連携、協働を
行い、介護予防強化と生活支援の取組検討
・介護予防に資する住民主体の「通いの場」等に出向き、社会資源や生活支援
サービスの把握と整理し、社会資源マップを更新し、広く周知する
・当事業の推進には、地域の特性に合わせた細やかな生活支援が可能となるよ
う、小学校区域に１名の配置を目指していきたい。

②
今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

②
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※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

財源「その他」 内訳 第１号保険料（47千円）

事業費の
主な支出内容

報償費（207千円）

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

○ ○
達成度

評価の理由

成果指標である要介護認定率が目標値を下回ったため。

事業の課題
会議で把握された地域課題の解決のための検討は本事業の中でされており、他
事業と連携できていない。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

二次評価委員会所見

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - 210 119 273

- - 365 207 474

- - 83 47 92

-

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度

今後の方向性

改革の実施状況（平成29年度～）

概要なし。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

介護保険法

胎内市地域ケア会議設置要綱 関連計画

実施方法 市が直接実施

30

総事業費（千円）

- 0

事業コード 240327

事務事業名 地域ケア会議推進事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備

地域ケア会議推進事業

基本政策 2 健康・福祉

事業年度 令和２年度

事業
コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係 担当者

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

地域ケア会議推進事業費

会計区分 介護保険事業特別会計

第７期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業の取組状況

以下の３つの会議を実施する。
①定例地域ケア会議：個別ケースの検討
②地域ケア検討部会：地域課題の整理
③地域ケア推進部会：地域課題の把握、地域づくり・資源開発や政
策形成に向けた検討

達成度

事業の
目的・概要

　高齢者の生活を支えるために、生活支援・介護予防サービス提供
体制の整備を行う。地域の実情に合わせた生活支援サービスを創出
する。生活支援の担い手の養成・発掘等の社会資源の開発やネット
ワーク化を行う。

平成29年度

事務区分
法定受託事務

0 0

- 114 57

- - 72 41 109

人件費（千円） -

会計年度
任用(h)

- - 0 0

- - 60

令和2年度 令和3年度

- - 479 264

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③

・保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金に係る評価指標
の一つであることから、今後も事業を継続していく。
・今後は他事業と連携して地域課題の解決に取り組んでいく。

17.90%

地域ケア会
議の開催回
数

目標 16回 14回 14回

実績

名称
地域ケア会
議の開催回
数

地域ケア会
議の開催回
数

11回 ８回

成
果
指
標

名称
要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

目標

- -

18.25%

18.3% 19.1% 19.5%

目標比

実績

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大
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５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費 ６
※事
業費

７

３

８

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

二次評価委員会所見

財源「その他」 内訳 老人福祉施設入所者負担金

事業費の
主な支出内容

老人福祉施設入所措置事業委託料85,026千円

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ◎
達成度

評価の理由

事業の課題
様々な事情により入所しているため、入所後にも抱えている問題に対応してい
かなければならない。（残してきた自宅、分離した家族との関係等）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

100.0% 100.0%

成
果
指
標

名称
要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

目標 100%

100.0% 100.0%

100%

100% 100% 100% 100%

目標比

実績 100% 100% 100%

年間措置者
数（累計）
※やむを得
ない措置含

目標 32人 32人 32人 45人 45人

実績

名称
年間措置者
数

年間措置者
数

年間措置者
数

年間措置者
数（累計）
※やむを得
ない措置含

51人 51人 51人 36人

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

③ ③③ ③

高齢化や核家族化、虐待、親族との疎遠などにより、家族等による支援を受け
られない方が増えている。それに併せ、社会保障等の変化から経済的困窮者も
増えており、生活苦や病院退院後行き場のない者などの相談件数が増えてい
る。老人福祉法に基づいた措置であるため、全ての相談者が対象とはならない
が、生命の保全において、その判断はデリケートである。措置者数は少ない方
が社会的にはよい状況ではある。

（入所措置事業委託料－入所者負担金）／入所延べ月数

今後の方向性

令和3年度

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

144,466 142,882 139,648

90,346 96,234 93,200 85,450

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

143,636

120 130 150

総事業費＋人件費

正(h)

0 0 0 0 0

221 241 285 284

74,733 77,885 73,475 65,638 74,068

150

15,392 18,108

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0 0 0

90,125 95,993 92,915 85,166 93,268総事業費（千円）

主な
実施内容

19,440 19,528 19,200

令和3年度

事業コード 240411

事務事業名 老人福祉施設入所措置事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
安心して暮らし続けることができる環境整備 社会福祉費

老人福祉施設入所措置事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度

改革の実施状況（平成29年度～）

老人福祉法に基づく事業であるため該当しない

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業年度 令和２年度 会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画

老人福祉法

関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

事業の取組状況

・養護老人ホームへの入所措置、短期入所措置業務

達成度

事業の
目的・概要

　老人福祉法第10条及び第11条の規定に基づき、経済的に困窮し、
環境悪化が著しい等の理由により自立した生活を営むことが困難で
ある高齢者を市が養護老人ホームへ入所措置する。

平成29年度

事務区分
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事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

◎ ◎ ◎ ○
達成度

評価の理由

概ね目標を達成している。

事業の課題
高齢者及び障がい者に対し、身体の状況に適した住宅の改修等が必要となるた
め、今後も事業の継続が必要である。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

0

事業費の
主な支出内容

住宅改修費補助金　452千円

28 28 28

573 481 344 225 487

1,309 994

15

512

財源「その他」 内訳

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

15

37

0

人件費（千円）

正(h) 20 15

0 0

会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

法令による義務付け 任意 関連条例 胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補助事業実施要綱 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

1,272

事業の
目的・概要

要介護高齢者及び障がい者が、住宅をその身体状況に適したものに
改造等を行う際に要する経費を補助する。

966 691 475

主な
実施内容

・住宅改修補助金の交付
・介護保険給付や障害福祉給付に上乗せする補助金である。
・補助基準額　30万円
・世帯課税区分により補助基準額×補助率で補助金が交付される。
・世帯の年収要件により非該当あり。

令和2年度 令和3年度

実施方法 市が直接実施＋補助・負担

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

151千円

令和元年度

（該当なし）

719 503

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

③ ③

事業コード 249913

事務事業名
胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補助事
業

担当課 福祉介護課

999

事業の取組状況

0

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

民生費

施　策 10 高齢福祉
その他 社会福祉費

胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補助事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

相談件数

10件 5件 6件 4件

事務区分

補助金額÷件数

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

699 485 347 250

総事業費＋人件費

申請件数 申請件数 申請件数

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称 申請件数 申請件数

産
出
指
標

相談件数

目標 4件 4件 4件 4件 4件

実績

名称 相談件数 相談件数 相談件数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

6件実績 10件

125.0%

4件

150.0% 75.0%

3件

4件 4件 4件 4件

5件

250.0%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

二次評価委員会所見

介護保険改修事業等の法廷給付のみでは、適切な改造に要する費用に満たない
場合や、介護保険対象外事業、障がい者に対して支援している事業である。
県単独補助事業で県内全ての市町村で実施されている事業であることからも継
続が必要である。

③
今後の方向性

令和2年度 令和3年度

127千円 193千円 115千円

平成29年度 平成30年度

③
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二次評価委員会所見

改革の実施状況（平成29年度～）

福祉交流センター（有楽荘）を改修し、食堂を設置し樽ケ橋エリアの魅力向上
を図る

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0

11,600 0 0 0 0

指定管理

・施設の管理運営
・施設改修工事

事業の
目的・概要

樽ヶ橋エリアの活性化のため、福祉交流センター（有楽荘）の施設
内で食堂を運営するほか、研修室の貸し出しを行う。管理運営につ
いては指定管理者へ委託している。

委託料/利用者数

総事業費＋人件費

令和3年度

担当係 地域福祉係 担当者

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

事業年度 令和２年度 会計区分

法定受託事務

一般会計

樽ヶ橋エリア活性化基本計画・実施計画関連計画

民生費

施　策 10 高齢福祉
その他 社会福祉費

福祉交流センター運営事業 福祉交流センター費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

事業コード 249914

事務事業名 福祉交流センター運営事業
担当課 福祉介護課

530 445 494 493

3,471

正(h)

主な
実施内容

事務区分

実施方法

事業の取組状況

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

0 0 0 0 0

15,071 3,257 3,519 4,218 3,307総事業費（千円）

産
出
指
標

施設利用日
数（貸し部
屋）

目標 217日 217日 217日 217日 217日

実績

名称

0 0

施設利用日
数（貸し部
屋）

施設利用日
数（貸し部
屋）

施設利用日
数（貸し部
屋）

108日 93日 121日 33日

3,519 4,218 3,307

課題解決に向けた今後の取組

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

370円 454円 387円 418円

15,601 3,702 4,013 4,711

会計年度
任用(h)

260

0 0 0 0

288 240 260

3,257

平成29年度 平成30年度 令和元年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

達成度

平成29年度

43.0% 35.2%

成
果
指
標

名称
施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

目標 20,000人

82.6% 70.0%

9,806人

20,000人 10,000人 14,000人 16,000人

施設利用日
数（貸し部
屋）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

施設管理委託費　4,100千円

コスト投入の方向性

維持

縮小

目標比

8,262人実績 8,655人
休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

7,041人

② ②③ ②
今後の方向性

　新指定管理者と令和2年4月1日から令和7年3月までの5年間、指定管理協定を
締結し、食堂をリニューアルオープンした。令和2年度については、新型コロ
ナウィルスの影響により来客数は目標に達しなかったが、現在は来客数も伸び
てきている。今後は、樽ヶ橋エリアの新たな食堂として積極的にPRを行い、施
設の利用客やエリア全体の来場者の増加を目指す。

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

× × △ △
達成度

評価の理由

新型コロナウィルスの影響により、貸し部屋利用日数が大幅に減少
したほか、食堂来客数も目標に届かなかった。

事業の課題
利用者数及び売上が目標に達していないため、施設のPRが課題となっている。

平成29年度 平成30年度
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今後の方向性

令和2年度 令和3年度平成29年度 平成30年度

③

今後の方向性
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二次評価委員会所見

現在、利用条件を満たす方がどの程度いるのか把握は困難である。
医療機関への受診控えにより体調悪化がないように配慮する必要があるため、
地域包括支援センターや居宅介護支援事業所、社会福祉協議会等への周知を図
る。

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

目標比

1件実績 0件

33.3%

3件

50.0% 0.0%

0件

3件 2件 2件 2件

1件

0.0%

申請件数 申請件数 申請件数

令和2年度 令和3年度

指標値の状況

成
果
指
標

名称 申請件数 申請件数

産
出
指
標

相談件数

目標 3件 3件 2件 2件 2件

実績

名称 相談件数 相談件数 相談件数 相談件数

0件 1件 0件 0件

事務区分

会計年度
任用(h)

0 0 0 0

0 0 0 0

68 6 35 0

総事業費＋人件費

事業コード 249915

事務事業名 老人医療費助成事業
担当課 福祉介護課

122

事業の取組状況

5

達成度

平成29年度

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

衛生費

施　策 10 高齢福祉
その他 保健衛生費

老人医療費助成事業 健康増進費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

実施方法 市が直接実施＋補助・負担

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係 担当者

平成29年度 平成30年度 令和元年度

令和元年度

（該当なし）

81 11

課題解決に向けた今後の取組

改革の実施状況（平成29年度～）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

③ ③

会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市老人医療費助成に関する条例 関連計画

事業費の状況（※平成29年度～令和2年度は決算額、令和3年度は当初予算額）
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事業の
目的・概要

高齢者の疾病の早期発見と早期治療を促進し、老人保健の向上と福
祉の推進を図ることを目的に、対象者に医療費を助成する。
※65歳から69歳までの年齢であって、実質的な一人暮らしや、3ヶ
月以上にわたり常時臥床する状態等の基準に該当し、他の医療費の
助成制度を受けてない者に対し、医療費の一部を助成する。

75 75 5

主な
実施内容

・医療費の一部助成（県補助事業）

令和2年度 令和3年度

123 81

3

62

財源「その他」 内訳 令和元年度補助金返還金　5千円

事業年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

3

6

3

人件費（千円）

正(h) 3 3

26 19

6 6 6

46 43 21 0 60

事務事業評価シート（評価対象年度：令和２年度事業）

単
位
コ
ス
ト

算出方法

実績

× × △ ×
達成度

評価の理由

対象者なしのため

事業の課題
県内30市町村中、当市を含む17市町村において受給者がいない状況であり、県
も事業の見直しについて検討しているため、今後の状況を見ながら事業の廃止
等も検討していく必要がある。

平成29年度 平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0

0

事業費の
主な支出内容


